
平成３０年１１月５日 

 
申込者二次募集（申込期限：平成３０年１１月３０日） 

若手技能者の新規雇用を支援します！ 
～若年者の人材確保に取り組む建設業者の方々へ～ 

 

 県内建設産業の将来の担い手である若手技能者の人材確保・育成を図るため、新たに

４０歳未満の若年者を雇用して、職業訓練施設で育成する建設業者に対し、予算の範囲

内において補助金を交付します。 

    

１ 補助対象者  

   県内に主たる営業所を有する建設業者で、建設業許可を有している中小企業。 

   

２ 補助対象となる新規雇用者等  

   次の要件を全て満たす者。 

① 平成２９年度の国の人材開発支援助成金及び建設労働者確保育成助成金又は平成

３０年度の国の人材開発支援助成金（特定訓練コース及び建設労働者認定訓練コー

ス）の支給を受けていること。 

② 人材開発支援助成金に係る訓練実施計画届が厚生労働省に受理されていること。 

③ 普通職業訓練普通課程（建設工事に関するものに限る。）において８割以上を出

席していること。 

④ 補助対象者と正規の従業員として期間の定めのない雇用契約を締結し、平成３０

年４月１日時点で２年を経過していない者であること。（これ以前に雇用関係がな

いこと。） 

⑤ 前年度に熊本県建設産業若手技能者雇用促進事業補助金の交付を受けた者でない

こと。 

⑥ 補助対象者との間で、前号で締結した雇用契約以前に雇用関係がないこと。 

  ⑦ 平成３０年４月１日時点で満４０歳未満であること。 

  ⑧ 健康保険、厚生年金保険、雇用保険に加入していること。 

  ⑨  外国人の場合は、「永住者」、「日本人の配偶者等」、「永住者の配偶者等」、

「定住者」のいずれかの在留資格を有する者であること。 

   

※雇用保険適用除外個人事業主の場合は、次の要件をすべて満たす者が対象となりま

す。 

  ① 専従者として建設業に従事しており、平成３０年４月１日時点で２年を経過して

いない者であること。 

  ② 前年度に熊本県建設産業若手技能者雇用促進事業補助金の交付を受けた者でない

こと。 

  ③ 平成３０年４月１日時点で満４０歳未満であること。 

④ 普通職業訓練普通課程（建設工事に関するものに限る。）において８割以上を出

席していること。 

  

 

 

 

 

 

 



３ 補助対象経費及び補助率（補助金額） 

※訓練期間が複数年度にわたる場合は、最初の１ヶ年を補助対象とします。 

 ※生産性要件については厚生労働省「人材開発支援助成金」を参照してください。 

 

 

 

 
【助成金額のイメージ】 

  雇用保険適用事業所の事業主にあっては、国

の助成金額と同額を受給することになります。 

  この場合の助成金額のイメージは右図のよ

うになります。 

 

３ 申込期限  

平成３０年１１月３０日（金）  

   

 

４ 申込方法 

   「平成３０年度熊本県建設産業若手技能者雇用促進事業補助金交付要項」を参照し、

申請書等を熊本県土木部監理課建設業班へ１部郵送してください。 

※ 要項及び申請書等は県庁ホームページ「監理課」に掲載しています。 

                                 

５ 申込及び問い合わせ先 

  熊本県土木部監理課建設業班 

  〒８６２－８５７０ 熊本市中央区水前寺６－１８－１ 

  ＴＥＬ０９６－３３３－２４８５ ＦＡＸ０９６－３８１－５４０４ 

補助対象経費 補助率（補助金額） 

平成３０年４月１日から平成３１年３月

２９日までの間に支払った新規雇用者の賃

金 

【認定訓練時間×760（960）円／人 

＋認定訓練日数×4,750(6,000)円／

人】以内 

※（ ）内は生産性要件を満たす場合 


